[タイトル]

一括支払システムにおける債権譲渡担保の実行に関する代物弁済合意の効力と国税徴収法２４条５項の趣旨
[判決裁判所]

最高裁（第２小法廷）判決

[判決日]

平成１５年１２月１９日

[事件番号]

平成１０年（行ツ）第１４９号
[事件名]

第二次納税義務告知処分取消請求事件

[出典]

最高裁判所民事判例集５７巻１１号２２９２頁、訟務月報５０巻８号２４９５頁 、裁判所時報１３５４号６頁 、判例時報１８４４号４４頁 、判例タイムズ１１４１号１３５頁 、金融法務事情１７０２号６８頁 、金融・商事判例１１８２号１３頁

[当事者名]

上告人（控訴人・原告）株式会社東京三菱銀行　

対　

被上告人（被控訴人・被告）関東信越国税局長　乾文男
[事実の概要]

上告人である株式会社東京三菱銀行（以下では、「東京三菱銀行」とする）は、継続的取引によって取得する売掛金債権を担保のため譲り受ける一括支払システムに関する契約を締結していた。本件契約においては、譲渡された売掛金債権について、国税徴収法２４条２項に基づく告知が発せられたときは、これを担保とした当座貸越債権は何らの手続を要せず弁済期が到来し、譲渡された売掛金債権を代物弁済に当てる旨合意されていた。被上告人である関東信越国税局長が、同条２項に基づき東京三菱銀行に対してなした告知は、取り消され得るか否かについて争われた。

[判旨]

「同条２項による告知は、譲渡担保財産から納税者の国税を徴収することができる場合に、譲渡担保権者にとって不意打ちとならないようにするため、あらかじめ同項所定の事項を通知しようとするものである。そして、同条５項にいう「第２項の規定による告知（中略）をした後」とは、同条２項の告知書が譲渡担保権者に到達した時点以後を意味するが、同条２項の告知の発出と到達との間の時間的間隔をとらえ、告知書の発出の時点で譲渡担保権者が譲渡担保権を実行することを納税者とあらかじめ合意することは、同条２項の手続が執られたことを契機に譲渡担保権が実行されたという関係があるときにはその財産がなお譲渡担保財産として存続するものとみなすこととする同条５項の適用を回避しようとするものであるから、この合意の効力を認めることはできない。
　これを本件についてみると、本件合意は、上告人に担保のために譲渡された売掛金債権について、同条に基づく告知が発せられたときは、これを担保とした上告人の当座貸越債権は何らの手続を要せず弁済期が到来するものとし、同時に担保のため譲渡した売掛金債権は当座貸越債権の代物弁済に充てることなどを内容とするものであるから、その効力を認めることはできない。したがって、本件告知が違法であるとはいえない。」
「所論の点に関する原審の判断は、是認することができる。・・・　よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。」
（補足意見がある）。
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